
調査日：2024 年 12 月～ 2025 年 1月　　回答数：全体 62（内製造業 26、内非製造業 36）

（ 1 ）発注側企業との価格交渉（相談）状況

（ 5 ）コスト高騰に対しどの程度価格転嫁できているか

（ 2 ）価格交渉（相談）のしやすさ（前年比較）
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③価格交渉をする
　必要はない
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①改善した

②変わらない

③難しくなった

④価格交渉をする
　必要はない
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①取引先が変わった

②既存の取引先が理解を示すようになった

③行政の相談窓口や専門家派遣を活用し、
　価格交渉のノウハウを得た

④不適切な対応を行った事業者名の公表など
　により、交渉に応じる社会的圧力が高まった

⑤業界全体で適切な
　価格転嫁の機運が醸成された
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①取引先が変わった

②既存の取引先が価格交渉に後ろ向きになった

③物価上昇のスピードが速く、
　交渉価格との距離があった

④業界全体が適切な価格交渉しづらい
　雰囲気になっている
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①十分にできている（100%）
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④59%～40%

⑤39%～20%
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⑦全くできていない

（ 3 ）価格交渉（相談）のしやすさが改善した理由

（ 4 ）価格交渉（相談）のしやすさが難しくなった理由

【その他のご意見】
グループ会社全体での
取り組みの推進

特別調査 価格転嫁実施状況調査
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（ 10 ）価格交渉や価格転嫁の取り組み状況や課題

（ 6 ）価格転嫁ができていない理由

【その他のご意見】
•�公共工事のため、他の企業
とは違うと思います

•�コスト増を全部ではないが
利用者料金を段階的に引き
上げている

•�短期工事は転嫁が進んでい
るものの、請け負った工事
の中には2、3年前に受注し
た様な工事では価格転嫁は
難しい

•�利用頻度の低いサービスに
ついて価格転嫁を実施した
ため

•予算調整の為�

•�民間企業への価格転嫁よりも、行政への価格転嫁の方がハードルが高い。委託料など数年前とほとんど変わら
ない金額で上限を定めている行政が多い。
•改訂しても各顧客との交渉時間を要するため、実際の改定が数カ月遅れとなるケースが発生する。
•担当者に温度差があるため、全社取り組みにする必要性を強く感じる。
•材料費の値上げに終わり、自社のコストアップまでは認めてもらいずらいのが現状である。
•�1次下請けとしてはそこそこの価格になってきたが、2次下請け以下の企業が社会保険料を捻出できるような価
格にはまだなってきていない。引き続き価格交渉を続けていく責任が1次下請けとしてあると考える。

【その他のご意見】最賃改定に伴う対応・手当増額

（ 7 ）「パートナーシップ構築宣言」の登録状況

（ 8 ）直近１年間の賃上げの実施状況 （ 9 ）賃上げの実施内容
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① 発注側企業と交渉をしたが、企業全体の
　方針により理解を得られなかった
②発注側企業と交渉をしたが、購買部門
　担当者の理解を得られなかった

③取引停止などが懸念され、
　十分な価格交渉ができていない
④同業他社が値上げに慎重なため、
　自社だけの価格交渉が不安

⑤最終消費者に受け入れてもらえない
　おそれがあり、価格交渉ができていない
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①既に登録している

②今後登録する予定

③登録しようか検討している

④登録する予定はない

⑤「パートナーシップ構築宣言企業」を知らない
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①実施した

②今後実施する
　予定又は検討中

③実施していない
　（今後も予定はない）
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①定期昇給

②ベースアップ

③初任給の増額

④賞与（一時金）
　の増額
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